
 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　①満期保有目的の債券等
　　　　償却原価法（定額法）によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産
　　　　定額法によっている。
　　②無形固定資産
　　　　定額法によっている。
　　③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準
　　①賞与引当金
　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
　　②退職給付引当金
　　　　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生してい
　　　ると認められる額を計上している。
　　③徴収不能引当金
　　　　債権の徴収不能額に備えるため、一括評価債権については過去の徴収不能額の発生割合により、個
　　　別評価債権については個別に徴収可能性を勘案して徴収不能見込み額を計上している。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
　退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び静岡県社会福祉
事業共済会の退職共済制度によっている。

 5. 法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1) 法人全体の財務諸表(第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式)
(2) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
(3) 各拠点区分におけるサービス区分の内容
　ア　あらい拠点（社会福祉事業）
　　　「法人本部」
　　　「特別養護老人ホーム」
　　　「短期入所施設」
　　　「デイサービスセンター」
　　　「生きがいサービスセンター」
　　　「居宅介護支援センター」
　　　「湖西市東部地域包括支援センター」
　イ　まいさか拠点（社会福祉事業）
　　　「デイサービスセンター」
　　　「居宅介護支援センター」
　ウ　ゆうとう拠点（社会福祉事業）
　　　「デイサービスセンター」
　　　「ホームヘルパーステーション」
　　　「指定居宅介護事業所」
　エ　こさい拠点（社会福祉事業）
　　　「ケアハウス」
　　　「ホームヘルパーステーション」
　　　「指定居宅介護事業所」

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 会計基準第3章第4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　こさい拠点において、平成19年度指導指針への移行に伴い計上した国庫補助金等特別積立金が6,540,000円

財務諸表に対する注記(法人全体用)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 1,207,953,745 2,445,120 72,114,024 1,138,284,841
土地 57,188,050 0 0 57,188,050

合計 1,266,141,795 2,445,120 72,114,024 1,196,472,891
定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000



過大であったため、取崩を行った。
　こさい拠点において、ホームページ費用を除却したことに伴い国庫補助金等特別積立金1円を取り崩した。

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 
　　　　　　土地（基本財産） 円
　　　　　　建物（基本財産） 円
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計 円
担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   
　　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円

 9. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
該当なし

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位:円)

12. 関連当事者との取引の内容
関連当事者との取引の内容は次のとおりである。
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

57,188,050
1,138,284,841

1,195,472,891

343,206,000

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物 2,097,557,931 959,273,090 1,138,284,841
構築物 94,136,939 47,158,003 46,978,936
車輌運搬具 22,838,539 19,938,529 2,900,010
器具及び備品 100,503,810 75,195,270 25,308,540
ソフトウエア 3,887,362 3,590,957 296,405
権利 1,077,600 406,350 671,250

合計 2,320,002,181 1,105,562,199 1,214,439,982

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合計 25,033,646 25,145,000 111,354

浜松信用金庫出資証券 10,000 10,000 0
第９９回利付国債 25,023,646 25,135,000 111,354
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